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今日の内容（1）
～自己紹介など～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



現場で起きていること？
新型コロナ対応で大変な中なのに、相次ぐ制度改正に加えて、
最近はDXや生産性向上、科学的介護などが論じられており……

2023年5月20日
連合中央集会／p2

感染症対応を
強化して下さい！

生産性を向上して下さい！
DX化が必要です！

新型コロナウイルス対応 DX化
科学的介護など

相次ぐ制度改正
間断なく送られる通知

出典：厚生労働省ウエブサイトから抜粋



出典：Amazon、ニッセイ基礎研究所ウエブサイト

少しだけ自己紹介
元々は新聞記者、別のシンクタンクを経て現職に。

ウエブサイトなどに情報発信。
＜主な基礎研ウエブサイトでの情報発信＞
• かかりつけ医を巡る議論とは何だったのか（2023年2月、全2回）
• コロナ禍を受けた改正感染症法はどこまで機能するか（2022年12月）
• 2022年度診療報酬改定を読み解く（2022年5月、全2回）
• 医療制度論議における「かかりつけ医」の意味を問い直す（2021年8月）
• コロナ禍で成立した改正医療法で何が変わるか（2021年7月）
• 自治体の認知症条例に何を期待できるか（2021年4月）
• 感染症対策はなぜ見落とされてきたのか（2020年9月）
• 新型コロナがもたらす「2つの回帰」現象（2020年5月）
• 20年を迎えた介護保険の再考（2020年6月～2021年3月、全25回
• 医療と介護の国・地方関係を巡る2つの逆説（2020年1月）
• 公立病院の具体名公表で医療提供体制改革は進むのか（2019年10月）
• 認知症施策の「神戸モデル」は成功するか（2019年10月）
• 認知症大綱で何が変わるのか（2019年8月）
• 議員立法で進む認知症基本法を考える（2019年3月）
• 社会保障関係法の「自立」を考える（2019年2月）
• 平成期の社会保障改革を振り返る（2018年12月）
• 「65歳の壁」はなぜ生まれるのか（2018年11月）
• 2018年度介護報酬改定を読み解く（2018年5月）
• 2018年度診療報酬改定を読み解く（2018年4月、全2回）
• 地域医療構想を3つのキーワードで読み解く（2017年11月～12月、全4回）

➢ 早大政経卒。時事通信記者、東京財団研究員を経て、2017年10月に入職。関心事は
医療・介護政策。社会政策学会、日本財政学会、日本地方財政学会、自治体学会、日
本ケアマネジメント学会、全国マイケアプラン・ネットワーク会員。

➢ 『地域医療は再生するか』（2020年11月出版）、「介護報酬複雑化の過程と問題
点」『社会政策』（2015年7月）、『医薬経済』の連載（2015年6月～）。

➢ 市町村職員の人材育成に関する厚生労働省老健事業委員（2020年度～）、厚生労働
科研費「総合診療が地域医療における専門医や他職種連携等に与える効果についての
研究」（2017年度）など。参議院、自民党、立憲民主党、財政制度等審議会、経団
連、経済同友会、日本商工会議所、全国知事会、連合、日本医師会、東京都薬剤師会、
松下政経塾など講演・講師多数。

2023年5月20日
連合中央集会／p3



今日の内容
医療・介護で「生産性」向上が論じられている状況や背景を考察し、
現場での対応を論じます。2024年度同時改定の論点も検討します。

2023年5月20日
連合中央集会／p4

➢ 近年の制度改正では、医療・介護で
「生産性向上」が語られている現状
とともに、その背景として人口減少
などが影響している点を指摘します。
さらに、DX化の推進や介護現場の文
書量削減、介護職の給与引き上げな
ど、過去の施策を考えます。

➢ その上で、医療・介護現場における
生産性向上では、利益を優先する一
般の企業とは違う視点が求められる
点を論じ、現場に求められる対応と
して、報酬の引き上げだけでなく、
風通しの良い職場づくりなどが必要
な点を指摘します。

➢ このほか、診療報酬、介護報酬の同時見直しとなる2024年度改定に向けた論点と
して、急性期病床の削減や在宅医療の充実などを目指す「地域医療構想」の推進、
医療・介護連携、介護現場におけるICT化の推進と人員基準の弾力化、データを活
用する「科学的介護」などが論点になる可能性を論じます。

出典：厚生労働省ウエブサイトから抜粋



今日の内容（2）
～医療・介護の「生産性向上」の動向～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動
向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



2019年6月の「改革プラン」が始まり
2019年6月に公表された「医療・福祉サービス改革プラン」で、

生産性向上が本格的に規定された。

2023年5月20日
連合中央集会／p6

2019年6月の骨太方針

出典：内閣府、厚生労働省資料から抜粋

2019年6月の「医療・福祉サービス改革プラン」を契機に、
医療・介護で「生産性向上」がテーマに。

➔ICTの活用などを通じて、
「単位時間サービス提供量」を5％以上改善する目標
サービス提供量÷従事者の総労働時間



出典：自民党資料から抜粋

自民党「医療DX令和ビジョン2030」
2022年5月に公表された自民党の医療DXビジョンでは、

オンライン資格確認の拡充や電子カルテの標準化などを規定。

2023年5月20日
連合中央集会／p7



今日の内容（3）
～生産性向上が語られる背景と過去の施策～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去
の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



人口減少の影響
人口が減少する一方、高齢化が進展。

労働力人口の減少が深刻化。

2023年5月20日
連合中央集会／p9

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」を基に作成
注：推計は死亡中位の数字。



国民医療費の増加
高齢化や医療技術の発達を受けて、GDPの伸びを超えて

医療費が増加している。

出典：厚生労働省資料を基に作成

2023年5月20日
連合中央集会／p10



医師の働き方改革
勤務時間の上限を設定するとともに、医療機関を3類型に。

医師の過重労働で支えられていた体制が変容？

出典：厚生労働省資料を基に作成
注1：連携Bの場合、個々の医療機関における時間外・休日労働の上限は年960時間以下。

注2：C－1は医師の発意で計画を作成し、医療機関が審査組織に承認を要請。

2023年5月20日
連合中央集会／p11



介護保険を巡る2つの「不足」
介護保険は現在、財源不足と人材不足が大きな制約条件となりつつあり、

対応策が焦点となっている。

➢ 高齢化と要介護者の増加を受けて、介護保険の費用は20年間で約3倍に。高齢
者が支払う月額平均保険料は6,000円を突破した。

➢ 高齢者に支払われる基礎年金の平均月額支給額は約5万円であり、介護保険料は
天引きされる（後期高齢者の保険料も別に天引き）。

➢ このため、保険料の引き上げ余地は限界を迎えており、現行制度を前提とする
限り、これ以上の大幅な引き上げは難しい情勢。

➔しかし、軽度者給付の見直しや負担増には国民の反発が強いため……。

➢ 介護現場は現在、慢性的な人材不足の状態にあり、これからも深刻化する可能
性が大きい（2025年時点で32万人が不足という推計）。

➢ そこで、厚生労働省としては、介護職員の処遇改善に加えて、外国人労働者、
ボランティアの拡大、文書量削減、ICTやロボットの活用などに取り組んでお
り、2021年度報酬改定でも人員・施設基準の見直しなどが図られた。

➔しかし、有効な手立てが見受けられず……。

（1）財源不足

（2）人材不足

2023年5月20日
連合中央集会／p12



（1）財源不足～介護保険総費用の増加～
介護保険の費用はほぼ一貫して増加し続けており、

自己負担を含む総費用は制度創設時の3倍近くの約10兆円に増加。

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」を基に作成
注：自己負担を含む総費用の推移。

2023年5月20日
連合中央集会／p13



（1）財源不足～給付費増加の理由～
介護保険の総費用が増えている理由は、高齢者人口の増加を反映した

要支援者、要介護者の伸び。

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」を基に作成

要介護者、要支援者の総数推移

2023年5月20日
連合中央集会／p14



（1）財源不足～高齢者の保険料引き上げは限界～
高齢者の基礎年金から天引きされる月額介護保険料は増加しており。

これ以上の大幅な引き上げは困難。

出典：厚生労働省資料を基に作成
注：月額平均の基準保険料であり、実際の保険料は所得に応じて課される。

2023年5月20日
連合中央集会／p15



（2）人材不足～介護現場での状況～
介護現場は恒常的に人材不足であり、「大いに不足」「不足」

「やや不足」を足した数字は毎年、6割近くに達する。

出典：介護労働安定センター「介護労働実態調査」を基に作成

2023年5月20日
連合中央集会／p16



（2）人材不足～将来は一層、深刻化～
2025年度には介護現場で働く人材が32万人不足すると見られており、

生産年齢人口の減少が進む中、人材確保が問われている。

人口的なボリュームが大きい
「団塊世代」が

75歳以上になる年

2025年

人口的なボリュームが大きい
「団塊ジュニア」が
65歳以上になる年

2040年

注1：2019年度の介護職員数約211万人は「介護サービス施設・事業所調査」に基づく。
注2：介護職員の必要数（約233万人・243万人・280万人）については、足下の介護職員数を約211万人として、市町村により第
8期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量（総合事業を含む）などに基づく都道府県による推計値を集計。
注3：介護職員数には、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を含む。
注4：2018年度分から、介護職員数を調査している「介護サービス施設・事業所調査」の集計方法に変更があったため、第7期計
画と第8期計画との比較はできない。

2023年5月20日
連合中央集会／p17



介護人材に関して、これまでの対応策
深刻化する人材不足に対応するため、処遇改善加算や

外国人労働力の活用などが図られている。

➢ 2012年度以降、介護報酬で段階的に給与を引き上げ。

➢ 2019年度から特定技能制度を導入。最大6万人の受け入れ方針。

➢ ボランティアの活用、担い手の拡大。

➢ 介護現場の負担軽減を図るため、文書量を削減する取組を2019年度から開始。

➢ 見守り機器やICT、ロボットの活用。導入を支援するための補助金、報酬改定。

①介護職員の処遇改善加算

②外国人労働力の受け入れ拡大

③元気な高齢者をボランティアの参入機会拡大

④現場の文書量削減

➢ 介護職員の離職を防ぐため、キャリアアップのモデルを提示。

⑤介護職のキャリアアップコース提示

⑥ICT、ロボットの活用

2023年5月20日
連合中央集会／p18



介護人材の処遇改善加算に関する現行制度
消費増税などの財源確保に際して
段階的に引き上げられてきた。

出典：厚生労働省資料を基に作成

2023年5月20日
連合中央集会／p19



依然として介護職は全産業平均との差
介護職の給与は改善傾向だが、

依然として月収換算で6万円近いギャップ。

出典：内閣官房資料を基に作成
注1：月収は賃金構造基本統計調査の「きまって支給する現金給与額」に、「年間賞与その他特別給与額」の1/12を足した額。
注2：2019年までは役職員を除く数字、2020年から調査方法が変わって役職員を含む数字。
注3：介護分野の職員は2019年までホームヘルパー、福祉施設介護員。2020年から訪問介護従事者、介護職員（医療・福祉施設
等）をそれぞれ加重平均した数字。
注4：全産業は産業別データの「産業計」から役職別データの「役職計」を除いて算出。

職種別平均賃金（月収換算）の推移

2023年5月20日
連合中央集会／p20



最近では岸田政権が給与引き上げを決定
「新資本主義」を掲げた岸田首相が
給与引き上げを総裁選で表明。

出典：2021年9月の自民党総裁
選における岸田文雄氏公約集か
ら抜粋

➢ 2021年9月実施の自民党総裁選で、岸田文雄首相は「新し
い資本主義」を標榜。その一環として、分配を強化するた
め、公的価格で決まっている看護師、介護職、幼稚園教諭、
保育士などの給与を引き上げることで、民間賃金に波及さ
せる方針を表明。

➢ その後、有識者などで構成する「公的価格評価検討委員
会」が設置。2021年11月に決定された経済対策では、▽
保育士、幼稚園教諭、介護・障害福祉職員の給与を月額
9,000円、▽コロナ対応に当たる医療機関の看護師の給与
を月額4,000円――を引き上げる方針が決まり、2021年度
補正予算に必要経費が計上。

⚫ （注：分配戦略の一つの柱は）看護、介護、保育など
の現場で働いている方々の収入を増やしていくことで
す。新型コロナ、そして、少子高齢化への対応の最前
線にいる皆さんの収入を増やしていきます。そのため
に、公的価格評価検討委員会を設置し、公的価格の在
り方を抜本的に見直します

出典：2021年10月8日、衆院本会議における岸田首相の所信表明演説

2023年5月20日
連合中央集会／p21



看護師の給与を補正予算で引き上げ
2022年2月から9月までの間、

看護師の給与を月額平均4,000円引き上げ。

2023年5月20日
連合中央集会／p22

出典：厚生労働省資料から抜粋



看護師の給与を診療報酬で引上げ
看護師の給与引き上げは2022年10月から診療報酬に移行。

年平均で約1万2,000円を加算。

2023年5月20日
連合中央集会／p23

出典：厚生労働省資料から抜粋



出典：厚生労働省資料から抜粋

介護職の給与は9,000円アップ
2022年2月から9月は補助金で対応。

10月からは報酬改定で引き上げ。

2023年5月20日
連合中央集会／p24



介護に関して、その他の対応策
外国人労働力の活用、ボランティアの参入拡大、

文書量削減などが図られているが…。

EPA、在留資格、
技能実習に加えて、

2019年4月から
特定技能制度が
スタート

元気な高齢者に
介護施設で
働いてもらう

「介護助手」をほぼ
全ての都道府県が実施

2019年度から
現場の文書量を
減らす検討、
取り組みが開始

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング、三重県、厚生労働省資料から抜粋

2023年5月20日
連合中央集会／p25



介護の文書量削減、簡素化、手続きのICT化
2019年12月に公表された専門委員会の中間報告に沿って

手続きの改善。

2023年5月20日
連合中央集会／p26

出典：厚生労働省資料から抜粋



介護ロボットの導入
移乗支援、移動支援、排泄支援などを重点分野に規定。

現場への実装を期待しているが…。

2023年5月20日
連合中央集会／p27

出典：厚生労働省資料から抜粋



生産性向上に関する自治体の役割明記
介護保険部会意見書や改正法では、生産性向上に向けた自治体の役割を

強化する旨が規定。2023年度には予算措置も。

• 介護現場の生産性向上の推進に関して、自治体を中心に一層取組を推進するため、自治体の
役割を法令上明確にすることが適当である。

部会意見

出典：厚生労働省資料から抜粋

➢ 部会意見では、生産性向
上に関する自治体の役割
を法令上、明記する方針
が規定され、法改正に反
映。

➢ 2023年度予算では、都道
府県にワンストップ相談
窓口を設置するための必
要経費が計上。

• まずは地域の関係者が参画
する都道府県版の介護現場
革新会議をつくって、地域
で生産性向上の活動を進め
ていくための方針を打ち出
す。

• 地域の関係者によるコンセ
ンサスに基づいて、相談窓
口も含めて推進体制をつ
くってほしい。

厚生労働省
担当室長のコメント

出典：2023年1月1日『シルバー新報』

2023年5月20日
連合中央集会／p28



医療・介護現場で働く
従事者のメリットは？

患者・利用者のメリットは？
「医療・介護の質が上がる」って

どういう状態？

素朴な疑問
全体像や将来を考えると、生産性向上が必要なことは分かるが……。

肝心の点が抜けているのでは？

2023年5月20日
連合中央集会／p29



医療・介護現場や研究書に触れると……
医療・介護の仕事はボランタリズム、専門性が強く、

経済的な側面だけでは語れない？

2023年5月20日
連合中央集会／p30

出典：労働政策研究・研修機構、Amazon、Uビジョン研究所ウエブサイトから抜粋



今日の内容（4）
～医療・介護の「生産性向上」とは何か～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



医療・介護の生産性向上とは何か
生産性は一般的に「コスト／利益」だが……、

医療・介護の「利益」とは何か。

2023年5月20日
連合中央集会／p32

投入
（費用、時間など）

産出
（利益、価値）

5人が6時間勤務＝30時間
1時間当たり費用が1万円の場合、

30万円

1つの商品を5人で生産
生産物を50万円で売却

一般的に生産性は「投入／産出」で計算
最も分かりやすいのは費用と利益の比率。

しかし、医療・介護の場合の生産性とは何か？

➢ 医療・介護の場合、提供主体に営利企業ではないケースが多く含まれる。
➢ 医療・介護の場合、利益だけで質や価値を議論できない。
➢ 医療・介護の従事者は利益だけで働いていない（例：ボランタリズム）。
➢ 医療・介護の現場は労働集約的であり、人材抜きに現場は回らない。



人件費が高い
（労働分配率が高い）

人件費が低い
（労働分配率が低い）

利益率が高い

利益率が低い

経営者、従事者ともに
良くない状態

（危険な状態？）

経営者に良い状態だが、
従事者は・・・

（搾取？やりがい詐欺？）

経営者、従事者ともに
良い状態

従事者には良い状態だが、
事業体の持続可能性は？
（背伸びした経営？）

医療・介護の生産性向上で目指すゴールは？
医療・介護は労働集約的であり、

人件費を下げる生産性向上は採用しにくい。

2023年5月20日
連合中央集会／p33



医療・介護の生産性を語る上での留意点
医療・介護の仕事は利益だけでは測れない。
最終的に患者・利用者のメリット還元が重要。

2023年5月20日
連合中央集会／p34

投入
（費用、時間など）

産出
（利益、価値）

利益の増加、利益率の改善
持続可能な経営確保

適正な給与、
専門性に見合う職務や職責、

働き甲斐

医療・介護の質向上、
従事者に向き合ってもらえる

時間の増加

経営者にとって良い状態

従事者にとって良い状態

患者・利用者にとって良い状態

➢ 医療・介護の労働ではボランタリズ
ムや専門性が強く、利益やコストだ
けで質を測定できない。

➔従事者がメリットを感じられること
が必要
➔患者・利用者にとっての良い状態を
作り出すことが必要



今日の内容（5）
～生産性向上や現場改善に必要な方策～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方
策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



今後、求められる取り組み①
医療現場に加えて、介護現場でもDX化が必要。

DX化には業務の見直しが重要に。

2023年5月20日
連合中央集会／p36

出典：厚生労働省資料から抜粋

➢ DX（デジタルトランスフォーメーション）にはデータの標準化に加えて、現場の
データ装備が不可欠。

➔今後もデジタル化、DX化の流れは不可避、仕事や事務の見直しが重要
（紙ベースの仕事をデジタルに置き換えるだけでは不十分）



今後、求められる取り組み②
新卒の看護師の離職に「実習・指導の不徹底」が影響？

チームワークの醸成などが課題に。

2023年5月20日
連合中央集会／p37

出典：日本看護協会「病院看護実態調査」を基に作成 出典：2023年3月4日『宮崎日日新聞』から抜粋

➢ 新卒看護師の離職率が10.3％と上昇するなど、看護師の離職率が全体的に高止まり
しており、「前年度より退職者が増加した」と答えた病院は34.7％（2,964病院）
に上った。そのうち、計38.0％が「新型コロナが影響」と回答。

➔業務多忙や人手の逼迫に伴って、メンタル不調が生まれている？
➔病院での実習や指導を十分に行えないまま、就職したことも影響？



今後、求められる取り組み③
介護職が辞める理由は結婚・妊娠・出産、育児に加えて、

職場の人間関係。復職支援や風通しの良い職場づくりが必要。

2023年5月20日
連合中央集会／p38

出典：介護労働安定センター「介護労働実態調査」を基に作成
注：「前職の仕事をやめた理由」の上位5つを抽出。

➢ 介護職が前職を辞め
た理由では「結婚。
妊娠・出産・育児」
がトップ、その次に
「職場の人間関係」
「将来の見込みが立
たなかったため」が
続く。

➢ 一方、「収入の少な
さ」を挙げる答えは
近年、10～15％程
度にとどまっている。

➔給与引き上げだけで
なく、復職支援や風通
しの良い職場づくりな
ど総合的な対策が必要



現場でできることは何か？
現場でも業務の見直し、

働きやすい職場環境の整備が可能では？

2023年5月20日
連合中央集会／p39

➢ 専門性を発揮できるように、ICTやロボットで対応できる部分は極力、デジ
タル化or自動化する業務の見直しが必要。

➢ 介護施設の場合、ボランティアや外国人など多様な人材が参入してくる可能
性があるため、業務を切り出しできるような見直しも必要。

業務の見直し

➢ 「働いて楽しい」「働くことが専門性の向上に繋がる」と感じられる職場づ
くりに向けて、チームビルディングなどの現場改善。

➢ 男性も含めて、産休・育休取得拡大や復職支援、短時間勤務の導入。

➢ 専門性の向上に繋がる実習や研修の充実、相互に学び合う場の確保。

➔ICT化や業務の見直しなどに関する好事例の情報共有
➔新人看護師に対する病院実務の実習・研修
➔介護職に関しては、腰痛で辞める人が多いため、腰痛対策の研修実施。

従事者が働きやすい環境の整備

政策的な対応策として、報酬引き上げ、
DX化の支援などは引き続き必要



今日の内容（6）
～2024年度同時改定に向けた展望～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



最近の報酬改定
診療報酬・介護報酬は微増だったが…、

物価高への対応が課題に？

2023年5月20日
連合中央集会／p41

➢ 最近の診療報酬改定では、薬価を市
場実勢に合わせる形で減らし、財源
を診療報酬本体に充当。

➔だが、物価高などで薬価削減が困難
に。改定財源を確保できない？

➢ 近年の介護報酬は微増であり、物価
高に対応するためのプラス改定は不
可避？その場合の財源は？

出典：厚生労働省資料などを基に作成
注1：診療報酬の2014年度は消費増税対応を除く数字。
注2：診療報酬の2020年度は働き方改革対応を含む数字。
注3：診療報酬の中間改定年、消費増税に伴う介護報酬改定は省略。

診療報酬改定率の推移 介護報酬改定率の推移



想定される主な論点
6年に1度の同時改定なので、
医療・介護連携などが焦点に？

2023年5月20日
連合中央集会／p42

1. 地域包括ケアシステムのさらなる推進のための医療・介護・障害サービスの連携
2. リハビリテーション・口腔・栄養
3. 要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療
4. 高齢者施設・障害者施設等における医療
5. 認知症
6. 人生の最終段階における医療・介護
7. 訪問看護
8. 薬剤管理
9. その他

診療報酬を決める「中央社会保険医療協議会」と、
介護報酬を決定する介護給付費分科会のメンバーの

意見交換会が2023年3月から開催

意見交換会で想定されているテーマ



⚫ 高度急性期から在宅介護までの一連の流れ、
容態急変時に逆流することさえある流れに
おいて、川上に位置する病床の機能分化と
いう政策の展開は、退院患者の受入れ体制
の整備という川下の政策と同時に行われる
べきものであり、川上から川下までの提供
者間のネットワーク化は新しい医療・介護
制度の下では必要不可欠。

出典：2013年8月、社会保障制度改革国民会議報告書

地域医療構想の目指す姿
膨らんだ急性期病床を削減し、回復期や在宅医療も拡充。

医療機関間の連携を強め、各地域で切れ目のない提供体制を構築。

2023年5月20日
連合中央集会／p43

出典：各種資料を基に作成
注：慢性期、地域包括ケア病棟を省略するなど、簡略化している。



2006年度診療報酬改定では
「7対1基準」（患者7人に対して看護師1人を配置）の報酬を引き上げたが、

厚生労働省の予想以上に膨らんだため、
診療報酬の欠点をカバーする手段として、地域医療構想が制度化

出典：厚生労働省資料から抜粋

地域医療構想の背景
2006年度診療報酬改定で「7対1」に手厚く報酬を付けたところ、
予想以上に取得する医療機関が増加し、医療費を増やす一因に。

2023年5月20日
連合中央集会／p44



「424リスト」の開示
病院再編が進まないため、厚生労働省は2019年9月、

「再編・統合が必要な公立・公的病院」を名指し。知事が猛反発した。

出典：2020年9月27日『毎日新聞』『日本海新聞』、11月12日『m3.com』

➢ 病院再編が進まないため、厚生労働省は進めやすい部分から手を付ける方法とし
て、公立・公的病院の見直しから開始。2019年9月には「再編・統合に向けた検
討が必要な公立・公的病院」として、424病院を名指し（後に436病院に修正）
したが、強引な手法として、知事達が猛反発した。

➢ その後、総務省が音頭を取る形で、国と地方の協議の場が開催され、国による財
政支援などの方向性が示され、2019年12月に関係が正常化した。

➢ さらに2020年に入り、医師確保などの論点も加味しつつ、議論を本格化させよ
うとしたが……。

➢ 統廃合に世論誘導するならお門違い。地方の声を踏まえるよ
う国に要請する。

➢ 公立・公的医療機関だけで、地域医療構想の医療を語ること
はできない。

平井伸治鳥取県知事の発言

➢ 現状の把握や改善の方策について議論するが、診療数のデー
タが一定期間に限られており、交通の実情を踏まえていない

鈴木英敬三重県知事の発言

地域医療確保に関する
国と地方の協議の場（第1回）

出典：全国知事会ウエブサイトから抜粋

2023年5月20日
連合中央集会／p45



出典：内閣府ウエブサイトから抜粋

内閣府の会議に財務省が提出した資料
2023年4月末、財務省が内閣府の会議に提出した資料では、

地域医療構想が進展していないと指摘。

2023年5月20日
連合中央集会／p46



世界一の病床大国でなぜ
医療が逼迫したのか？

コロナを踏まえた示唆
コロナ対応では医療資源集中の不徹底、

医療機関の役割分担な不明確なことが浮き彫りになった。

2023年5月20日
連合中央集会／p47

変異株の影響 医療提供体制の構造 保健所の逼迫

➢ 急性期病床が薄く広く点在しており、コロナ患者を受け入れられない
（「何ちゃって急性期」の存在）。

➢ 200床未満の小規模な病院が林立し、コロナ患者を受け入れられない。

➢ 療養病床（慢性期）や精神病床など長期療養を前提とした医療機関が
多く、コロナ患者を受け入れられない。

➢ 医療機関同士の役割分担が不明確な分、医療機関同士の連携が不足し
ており、回復した重症患者を中等症、軽症向け病床に転院調整できず、
目詰まりが起きた。

①医療資源の集中が不徹底

②医療機関の役割分担が不明確



出典：演者作成

地域医療構想とのコロナ対応の対比

地域医療構想とコロナ対応の比較
コロナ対応では医療資源集中の不徹底、医療機関の連携不足が

浮き彫りになったが、地域医療構想と共通している。

2023年5月20日
連合中央集会／p48

➢ 地域医療構想は病床削減の要素を持っている上、新興感染症への対応を
想定していないため、病床確保の方向性の違いだけに着目し、「地域医
療構想をストップすべきだ」という意見が出ているが、①医療資源の集
中が不徹底、②医療機関の役割分担が不明確――という共通点を踏まえ
る必要もある。

➢ 異なる点を解消しつつ、共通する課題を解消する上では、新興感染症対
策を加味する修正を講じた上で、地域医療構想を進めることが必要。



➢ 2020年度改定と新型コロナの影響を峻別して医療機関の経営実態を把握す
ることは極めて難しい。（略）大幅な改定は絶対にやってはいけません。

2022年度診療報酬改定の決着
日本医師会はコロナの影響を理由に小規模な改定を望んでいたが、
前回の2022年度改定では、一部で思い切った改定項目が入った。

2023年5月20日
連合中央集会／p49

2021年8月の発言

出典：2021年8月31日『m3.com』配信記事における日本医師会常任理事の城守国斗氏インタビュー

➢ 特に今回は入院医療を中心として、かなり大幅な改定が行われた状態になっ
ていますので、日本医師会としては大変遺憾に思っています。

改定決着後の発言

出典：2022年3月2日『m3.com』配信記事における日本医師会常任理事の城守国斗氏インタビュー

➢ 我々の要望はかなわず、医療機関経営に大きな影響をもたらすであろう見直
しが多数の項目にわたって盛り込まれた。

出典：2022年3月29日『日経メディカル』配信記事における全日本病院協会長の猪口雄二氏インタビュー

➢ 現に実施されている医療政策の方向に医療機関を向かわせるための誘導型診
療報酬改定になっている。

出典：2022年2月9日記者会見における日本病院会長の相澤孝夫氏の発言。2022年2月10日『m3.配信記事』を参照

➢ （注：コロナで）浮き彫りになった医療提供体制の課題へ対応
が重要なポイントになった

出典：『日経ヘルスケア』2022年4月号、厚生労働省保険局医療課長の井内努氏インタビュー

医療機関向け
本体改定は
＋0.43％



➢ 医療機能の分化・強化、連携の推進に向けた、提供されている医療機能や患者像の実態に
即した、看護配置7対1の入院基本料を含む入院医療の評価の適正化

➢ 在院日数を含めた医療の標準化に向けた、DPC（診断群分類制度）の算定方法の見直し等
の更なる包括払いの推進

➢ 医師の働き方改革に係る診療報酬上の措置について実効的な仕組みとなるよう見直し

➢ 外来医療の機能分化・連携に向けた、かかりつけ医機能に係る診療報酬上の措置の実態に
即した適切な見直し

➢ 費用対効果を踏まえた後発医薬品の調剤体制に係る評価の見直し

➢ 薬局の収益状況、経営の効率性等も踏まえた多店舗を有する薬局等の評価の適正化

➢ OTC（一般用医薬品）類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲の見直しなど、薬剤
給付の適正化の観点からの湿布薬の処方の適正化

診療報酬改定の決着に際しての大臣合意
診療報酬本体はプラス0.43％改定となったが、
財務省の主張が反映する形で大臣合意。

➢ 2022年度診療報酬改定に際して、財務省は「医療提供体制改革なくして診療報酬
改定なし」と主張したが、日本医師会の主張で本体は＋0.43％で決着。

➢ その際、財務省はリフィル処方箋（一定の条件があれば繰り返し使える処方）の導
入を吞ませるとともに、提供体制改革に向けた方向性を財務相、厚生労働相で合意。

➔一部で思い切った点数が付いており、医療提供体制を加速。

出典：財務省資料を基に作成

2022年度診療報酬改定の決着に際して、
財務相と厚生労働相が交わした合意

2022年10月26日
高齢者住宅新聞／p50



スーパー急性期を評価する体系の創設（参考）
新興感染症にも対応できる

スーパー急性期を評価する診療報酬が創設された。

2023年5月20日
連合中央集会／p51

出典：厚生労働省資料から抜粋



出典：厚生労働省資料から抜粋

地域包括ケア病棟の役割明確化（参考）
地域包括ケア病棟の範囲は幅広かったが、
「どこから転棟したか」を重視する改定に。

➢ 地域包括ケア病棟は元々、2014年度診療報酬改定で創設されたが、過剰気味な急
性期病床を削減する際の受け皿として期待されていた。

➢ 主な機能は「急性期後の治療やリハビリテーション（ポストアキュート）「在宅療
養中の患者が急変した際に受け入れる機能（軽度急性期、サブアキュート）」「患
者を回復させ、在宅や施設に繋ぐ在宅復帰機能」。

➢ ただ、自院から転院させる医療機関が少なくないため、2022年度診療報酬改定で
は、「どこから転棟したか」を重視。自院は減算、老健施設や自宅などは加算。

2023年5月20日
連合中央集会／p52



伸び悩む在宅療養支援診療所（参考）
2006年度に制度化された在宅療養支援診療所は伸び悩み。

24時間対応、後方支援病院の確保が課題に。

出典：厚生労働省資料を基に作成
注：従来型、機能強化型などの合計。

在宅療養支援診療所の推移

➢ 2006年度に創設さ
れた在宅療養支援診
療所は在宅医療の拡
大の手段として重視
されて来た。

➢ ただ、総数は伸び悩
みの傾向。24時間
対応、後方支援病院
の確保が課題に。

➢ 2022年度診療報酬
改定では、一部で手
当てが講じられた。

➔都道府県の医療計画で、在宅医療を中心に担う医療機関を明示する方向性

➔ダブル改定では、中小病院が在宅医療に参入できる基盤整備も論点に？

2023年5月20日
連合中央集会／p53



2021年度介護報酬改定の項目
2021年度改定では、医療と介護の連携が重点項目の一つに盛り込まれた。

感染症対応を除き、項目は2018年度とほぼ同じ。

出典：厚生労働省ウエブサイトから抜粋

5類移行
で変化？

2023年5月20日
連合中央集会／p54



2021年度介護報酬改定の入退院支援
介護保険サービスの利用に至らなくても、

入退院支援会議に参加すれば報酬で評価。僅か500円だが……。

出典：厚生労働省ウエブサイトから抜粋

2023年5月20日
連合中央集会／p55



科学的介護の推進
介護の「科学」化に向けて、リハビリなどのデータを
集めて介護予防を強化する動きは今後も続く？

出典：厚生労働省資料、ウエブサイトから抜粋

➢ 2021年度改正では、データに基づく介護を目指す「科学的介護」が本格始
動したが、データ収集に力点が置かれ、フィードバックは二の次に。

➢ 2021年度改正では、「ADL維持等加算」の充実などアウトカム型報酬が拡
大されたが、その傾向は今後も続く？

➔2024年度改正では、制度の運営改善、一層の拡大焦点に？

事前に示された
活用例の

資料は2枚だけ

手引きを見ても、
フィードバックは
僅か2ページ

（全体は164ページ）

2023年5月20日
連合中央集会／p56



2021年度報酬改定で実施された弾力化
ICTや見守り機器を導入した場合、
人員・施設基準に特例を設定。

出典：厚生労働省資料を基に作成
注1：要介護3～5の場合
注2：1単位は原則10円。

➢ 2021年度報酬改定では、ケアマネジャーの居宅介護支援事業所がICTを導
入した場合、1人当たり取扱件数の上限を40件から45件に引き上げる改定
が盛り込まれた。

➢ さらに、見守り機器を導入した特別養護老人ホームの人員基準を特例的に
緩和したほか、グループホームの夜勤人員基準も部分的に緩和。

➔2024年度介護報酬改定でも論点に？

2023年5月20日
連合中央集会／p57



規制改革実施計画に盛り込まれた文言
規制改革実施計画では、先進事例のデジタル化事例を検証しつつ、
人員配置基準の弾力化を検討する旨が規定されていたが…。

規制改革推進会議は
民間の意見も聞きつつ、
各省の規制改革を
提唱する会議。

毎年6月頃に答申を公表。
各省と調整した結果を
実施計画として決定。

規制改革実施計画の86ページを御覧下さい

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/program/220607/01_program.pdf

出典：内閣府ウエブサイトから抜粋

2023年5月20日
連合中央集会／p58

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/program/220607/01_program.pdf


先進的な特定施設とは…（参考）
規制改革推進会議では2021年12月、データやICTを用いた

大手損害保険会社の取り組みが紹介された。

出典：内閣府資料から抜粋

2023年5月20日
連合中央集会／p59



人員配置見直しに関する記述
2022年12月の介護保険部会意見では中立的な記述だが、
「政策パッケージ」では介護報酬改定で議論と記述。

• 現在実施している実証事業などで得られたエビデンス等を踏まえ、テクノロジーを活用した
先進的な取組を行う介護付き有料老人ホーム等の人員配置基準を柔軟に取り扱うことの可否
を含め、検討することとしている。

部会意見の記述

• 現場で働く介護職員の勤務環境を改善（残業の縮減や給与改善など）するためには、個々の
事業者における経営改善やそれに伴う生産性の向上が必要であり、ノウハウの展開や改善に
向けた具体的な働きかけ等の取組をより一層層進めていくことが重要である。

• 先進的な事業者では、業務改善や課題を踏まえた介護ロボット・ICT機器の導入などにより、
人員配置が2.8:1となるなど、改善が図られている。

• 現在、介護施設では、サービス利用者3人に対して職員1人という3：１の職員配置基準と
なっているが、今後、優れた運営ノウハウに基づき、テクノロジーやいわゆる介護助手等の
取組を先進的に導入し、組み合わせることにより、3：1より少ない人員で運営が可能になる
事業所が出てくる可能性がある。

• このため、現在実施している実証事業などで得られたエビデンス等を踏まえ、先進的な取組
を実施している事業所の人員配置基準を柔軟に取り扱うことを含め、次期報酬改定の議論の
中で検討する。

政策パッケージの記述

2023年5月20日
連合中央集会／p60



今日の内容（7）
～生産性向上や現場改善に必要な方策～

1：はじめに～自己紹介など～

2：医療・介護の「生産性向上」の動向

3：生産性向上が語られる背景と過去の施策

4：医療・介護の生産性向上とは何か

5：生産性向上や現場改善に必要な方策

6：2024年度同時改定に向けた展望

7：おわりに



振り返り
現場の制約条件は厳しくなっており、現場本位の取り組みが必要。

2024年度改定では医療提供体制改革や医療・介護連携などが論点に？

2023年5月20日
連合中央集会／p62

➢ 近年の制度改正では、「生産性向上」が多く語られており、DX化の推進やICT、ロ
ボットの活用、介護現場の文書量削減、人員基準の弾力化などが論じられている。
2023年通常国会で成立した改正介護保険法でも、生産性向上に向けた自治体の役
割が明記されたほか、相談窓口を設置する経費が2023年度予算に計上されている。

➢ その背景として、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少があり、少ない人数でも現
場が回る取り組みは必要。

➢ ただ、医療・介護現場では、利益を重視する一般企業とは違う視点が不可欠。経営
者のメリットだけでなく、従事者のメリットを意識してもらう必要がある。患者・
利用者にメリットを還元する視点も不可欠。

出典：東京都ウエブサイトから抜粋

➢ 2024年度同時改定では、物価上昇で薬価削減が困難となる中、
厳しい改定率になる？

➢ 個別項目では、急性期病床の削減などを目指す「地域医療構想」
を中心に、医療提供体制改革を加速させる方向になる可能性が想
定される。在宅医療の充実や医療・介護連携なども焦点？

➢ 介護報酬改定では、ICT化の推進と人員基準の弾力化、科学的介
護などが論点になる？

➔報酬の引き上げに加えて、現場での業務の見直し、働きやすい職
場づくりに向けて、現場レベルでの改善も必要。



最後に少しだけ宣伝
2020年11月、地域医療構想について単著を書きましたので、
もし宜しければ御笑覧を。弊社ウエブサイトも御覧下さい。

詳しくはニッセイ基礎研HP

基礎研 医療 介護 三原

➢ 書籍では、医療提供体制改革で重視さ
れている地域医療構想の内容、現状を
分析するとともに、新型コロナウイル
スの影響も考察。その上で、改革の処
方箋を提示。

➢ そのほか、医療・介護分野を中心にウ
エブサイトでも原稿をアップしていま
すので、いずれも御笑覧下さい。

出典：Amazon、ニッセイ基礎研究所ウエブサイト

2023年5月20日
連合中央集会／p63



御清聴、有り難うございました。

問い合わせは
mihara@nli-research.co.jp

mailto:mihara@nli-research.co.jp
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